
令和３年度協会けんぽ決算と
長野支部収支見込みについて

資料１機密性1



（１）令和３年度協会けんぽ決算について

１

協会けんぽの決算

健康保険法第７条の２８第２項

協会は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関する書類その他厚生労
働省令で定める書類及びこれらの付属明細書を作成し、これに当該事業年度の事業報告書及び決算報告
書を添え、監事及び会計監査人の意見を付けて、決算完結後２月以内（７月末）に厚生労働大臣に提出し、
その承認を受けなければならない。

協会定款第２１条

理事長は、毎事業年度の決算について、あらかじめ運営委員会の議を経なければならない。

協会定款第３１条

支部長は、毎事業年度の決算のうち、当該支部に係る事項について、評議員の意見を聴くものとする。

令和３年度決算に伴う予定

７月 １日（金） 報道関係に対して協会けんぽ決算公表

７月１４日（木） 長野支部評議会（７月１１日～２２日の間において全国支部で評議会を開催）

７月２５日（月） 本部運営委員会にて審議及び承認（予定）

７月末日 厚生労働大臣に提出後に承認（予定）



（２）協会けんぽ決算全体像

２

加入者 加入者 加入者 加入者 加入者

事業所

任意継続加入者

③年金特別会計業務勘定
（業務勘定繰入）※適用・徴収経費

３２４億円

年金特別会計健康勘定

⑤２年度未交付分：１１７億円
（令和３年度に交付）

⑥３年度未交付分：９３億円
（令和４年度に交付予定）

①保険料：９７，８６７億円

国

⑧保険料：６８７億円

②雑収入
（前年度の業務勘定繰入剰余金等）

３４億円

④過誤納保険料等
２５億円

日本年金機構

３２４億円

令和３年度運営交付金

［全国健康保険協会］

（収入） （支出）
保険料等交付金 ９７，５７７億円 保険給付費 ６７，０１７億円
任継保険料 ６８７億円 拠出金等 ３７，１３８億円
国庫補助金等 １２，４６３億円 業務・一般管理費 ２，０４７億円
その他 ２３０億円 その他 １，７３８億円
合計 １１０，９５５億円 合計 １０７，９４０億円

協
会
決
算

国
の
会
計
ベ
ー
ス
収
支

令和３年度保険料等交付金
９７，５７７億円

［（①＋②）－（③＋④）＋⑤－⑥］

※端数処理のため、計数が整合しないことがある。国の決算により、今後数値が変更される場合がある。

保険料率設定
の基準指標



（３）令和３年度決算見込み（国の会計ベース収支）

［単位：億円］

令和２年度 令和３年度

決算 （前年度比）
令和２年12月

（料率設定時見込み）
令和３年12月
（直近試算）

決算（案） （前年度比）

収
入

保険料収入
＜伸び率＞

９４，６１８ （▲１，３２１）
＜▲１．４％＞

９８，５９６ ９９，３７５ ９８，５５３ （＋３，９３６）
＜＋４．２％＞

国庫補助等 １２，７３９ （＋６２６） １２，４５６ １２，４６１ １２，４６３ （▲２７７）

その他 ２９３ （▲３５２） ２３７ ２７５ ２６４ （▲２９）

計
＜伸び率＞

１０７，６５０
（▲１，０４７）

＜▲１．０％＞

１１１，２８９ １１２，１１０
１１１，２８０

（＋３，６３０）
＜＋３．４％＞

支
出

保険給付費
＜伸び率＞

６１，８７０ （▲１，７９９）
＜▲２．８％＞

６６，８３８ ６６，６２３ ６７，０１７ （＋５，１４７）
＜＋８．３％＞

医療給付費 ［５５，７４０］ （▲１，９５３） － － ［６０，５９８］ （＋４，８５８）

現金給付費 ［６，１３０］ （＋１５５） － － ［６，４１９］ （＋２８９）

拠出金等
＜伸び率＞

３６，６２２
（＋３７６）

＜＋１．０％＞

３７，０６６ ３７，１３８
３７，１３８

（＋５１５）
＜＋１．４％＞

前期高齢者納付金 ［１５，３０２］ （＋５６） １５，５７３ １５，５４１ ［１５，５４１］ （＋２３９）

後期高齢者支援金 ［２１，３２０］ （＋３２１） ２１，４９２ ２１，５９６ ［２１，５９６］ （＋２７６）

退職者給付拠出金 ［１］ （▲１） １ １ ［１］ （０）

その他 ２，９７４ （▲４０９） ４，４９７ ４，５８２ ４，１３４ （＋１，１６０）

計
＜伸び率＞

１０１，４６７ （▲１，８３１）
＜▲１．８％＞

１０８，４００ １０８，３４３ １０８，２８９ （＋６，８２２）
＜＋６．７％＞

単年度収支差 ６，１８３ （＋７８４） ２，８８９ ３，７６８ ２，９９１ （▲３，１９２）

準備金残高 ４０，１０３ （＋６，１８３） ４２，０１８ ４３，８７０ ４３，０９４ （＋２，９９１）

保険料率 １０．０％ （±０．０％） １０．０％ （±０．０％）

注）端数処理のため、計数が整合しない場合がある。また、数値については今後の国の決算の状況により変動しうる。

３



（４）協会けんぽの決算推移（協会会計と国の特別会計との合算ベース収支）

４



（５）主要計数の推移

５

◇賃金の動向

○ 保険料収入の基礎となる賃金（標準報酬月額）は、リーマンショック（2008年秋）による景気の落込みから2009～2011年度にかけて大きく落ち込んだが、2012年度には底を打って、そ
の後上昇に転じ、2018年度には標準報酬月額は28.8万円と、リーマンショック前の水準（28.5万円）を上回った。
（2016年度の標準報酬月額の伸びは1.1%となっているが、これは制度改正（標準報酬月額の上限引上げ）の影響があり、その影響を除いた2016年度の伸びは+0.6%となる。）

○ 2020年度は、新型コロナの影響による経済状況の悪化等によって、9月の定時決定後以降の前年同月比の伸びはマイナスで推移し、2019年度と同水準（▲0.0％）となったが、2021年
度は、9月の定時決定以降の前年同月比の伸びがプラスで推移したため、対前年度比+0.6％の伸びとなった。

◇医療費の動向

○ 1人当たりの医療給付費（保険給付費の9割を占める）の伸び率は、2008～2010年度までは+2%後半～+3%半ばで推移したのち、2011年度以降は鈍化して、2014年度までの伸びは+1%
後半～+2%前半にとどまっていた。

○ しかしながら、2015年度に高額な薬剤が新たに保険医薬品として収載されたことから、2014年度までの傾向から一転して、+4.4%と高い伸びとなった。また、翌年度（2016年度）には、診
療報酬のマイナス改定（▲1.31%）や2015年度の高い伸びの反動等から、伸び率は+1.1%と急激に鈍化した。

○ 2019年度の1人当たりの医療給付費の対前年比の伸び率は、+3.2％と比較的高い伸びとなったが、2020年度の同伸び率は、新型コロナの影響による加入者の受診動向等の変化（特
に、1回目の緊急事態宣言が発出された4、5月における一時的かつ大幅な落ち込み）の影響等により、▲3.5%となった。その反動等により、2021年度の同伸び率は+8.6％となり、協会発
足以来最も高い伸び率となった。

◇加入者数などの動向

○ 被保険者数の推移は、2010年度以降、緩やかな増加傾向が続いていたが、2015年度以降は日本年金機構の適用促進対策の取組もあり、2017年度には被保険者数+3.9%、加入者数
+2.5%と高い伸びとなった。

○ しかしながら、近年、保険料収入を増加させていた被保険者数の伸びについては、2017年度（9月）をピークに鈍化傾向が続いており、2021年度は、被保険者数+1.0％、加入者数
+0.1％となった。
（2019年度は、大規模健康保険組合の解散による一時的な影響によって、被保険者数+4.4％、加入者数+2.7％となったが、解散の影響を除くと、それぞれ+2.3%、+1.1%となる。）



（６）令和３年度協会けんぽ単体での決算概要（介護含む）

６

［単位：億円］

予算① 決算②

（a）＋（b）

差額
②－①

備考

医療分（a） 介護分（b）

収
入

保険料等交付金 １０８，９０２ １０８，４２９ ９７，５７７ １０，８５３ ▲４７３
被保険者数が見込を下回ったこと
等による保険料収入の減

任意継続被保険者保険料 ６９５ ７３０ ６８７ ４４ ３５ 被保険者数が見込を上回ったこと
等による保険料収入の増

国庫補助金等 １２，４５６ １２，４６３ １２，４６３ － ６

その他 ２０６ ２３０ ２３０ － ２４

計 １２２，２６０ １２１，８５２ １１０，９５５ １０，８９７ ▲４０８

支
出

保険給付費 ６６，８３８ ６７，０１７ ６７，０１７ － １７９ 加入者一人当たり医療給付費が見
込を上回ったこと等による増

拠出金等 ３７，０６６ ３７，１３８ ３７，１３８ － ７２

介護納付金 １０，５４４ １０，２９１ － １０，２９１ ▲２５４ 第2号被保険者の総報酬が予算時
の見込を下回ったこと等による減

業務経費・一般管理費 ２，４７５ ２，０４７ ２，０４７ － ▲４２８
健診受診者数が見込を下回ったこ
と等による減

その他 １，６５４ １，７９２ １，７３８ ５５ １３９
令和２年度の保険給付費等補助金
の精算額が確定したことによる増

累積収支への繰入 ３，６８３ － － － ▲３，６８３

計 １２２，２６０ １１８，２８５ １０７，９４０ １０，３４５ ▲３，９７５

収支差 ０ ３，５６７ ３，０１５ ５５２ ３，５６７

※「協会決算」における医療分（a）の収支差（3,016億円）と「協会会計と国の特別会計との合算ベース」における収支差（2,991億円）との差異（24億円）は、国に保
留されている未交付分保険料によるものである。具体的には、令和２年度末時点で未交付となっていた117億円が令和３年度に交付された一方で、
令和３年度末時点で未交付となった93億円が令和４年度の交付となることによるもの。但し、これらの未交付分は保険料率の算定には影響しない。

※端数処理のため、計数が整合しない場合がある。



（７）単年度収支差と準備金残高の推移

７

協会けんぽは、各年度末において保険給付費や高齢者拠出金等の支払いに必要な額の1ケ月分を準備金（法定準備金）として、積み立て
なければならないとされている（健康保険法第１６０条の２）



（８）協会けんぽの保険財政の傾向

８

近年、医療費（１人当たり保険給付費）の伸びが賃金（１人当たり標準報酬）の伸びを上回り、協会けんぽの保険財政は赤字構造

（※１）数値は平成20年度を「１」とした場合の指数で表示したもの。



（９）協会けんぽの被保険者数の動向（令和３年度）

９



（１０）協会けんぽの被保険者数の動向（令和３年度業態別）

１０



（１１）協会けんぽの平均標準報酬月額の動向（令和３年度）

１１



（１２）協会けんぽの平均標準報酬月額の動向（令和３年度業態別）

１２



（１３）協会けんぽの加入者一人当たり医療給付費と対前年同月比伸び率の推移

１３



（１４）協会けんぽの医療費の動向（令和３年度）

１４



（１５）協会けんぽの医療費の動向（令和３年度疾病分類別）

１５



（１６）協会けんぽの後期高齢者支援金の推移

１６



（１７）長野支部収支実績見込み

１７

令和５年度（来年度）保険料率への影響 ０．０７％（０．０７％引き下がる要因）

［単位：百万円／％］
長野支部 全国計

解説 計算方法
当初計画 実績 前年比 当初比 実績 前年比 当初比

収
入

保険料収入 150,998 149,812 104.5 99.2 9,855,345 104.2 100.0 ・一般保険料、任意継続保険料収入 ・支部保険料率×支部総報酬額

その他収入 373 289 105.5 77.5 21,665 104.7 91.5 － －

その他収入（債権回収以外） 168 145 123.9 86.3 9,249 123.5 86.8 ・貸付返済金収入、運用収入、雑収入 ・全国計の総報酬按分

その他収入（債権回収） 205 145 92.4 70.7 12,416 94.1 95.3 ・債権回収額 ・支部ごとの実績額

計 151,371 150,102 104.5 99.2 9,877,010 104.2 99.9 － －

支
出

医療給付費 81,420 81,843 110.7 100.5 5,349,614 112.5 102.5 ・保険給付費（現物）「国庫補助等控除」 ・支部ごとの実費

年齢調整額 ▲ 1,100 ▲ 1,283 122.8 116.6 0 － － ・全国平均の年齢階級別給付費に調整
・平均給付費から標準給付費を
減算

所得調整額 ▲ 3,322 ▲ 3,169 92.0 95.4 0 － － ・全国平均の総報酬案分給付費に調整
・支部総報酬案分給付費から平
均給付費を減算

現金給付費等 6,936 7,604 108.3 109.6 485,752 108.0 110.5 ・保険給付費（現金）「国庫補助等控除」 ・全国計の総報酬按分

前期高齢者納付金等 55,103 54,936 101.9 99.7 3,509,205 101.7 100.4 ・拠出金等（国庫補助等控除） ・全国計の総報酬按分

業務経費 2,858 2,241 108.5 78.4 143,142 108.3 79.0 ・協会事業運営費用「国庫補助等控除」 ・全国計の総報酬按分

一般管理費 913 828 144.5 90.7 52,875 144.1 91.3 ・協会事業運営費用「国庫補助等控除」 ・全国計の総報酬按分

その他支出 3,189 584 95.7 18.3 37,284 95.4 18.4 ・貸付金、返還金、雑支出 ・全国計の総報酬按分

令和元年度収支差の精算 711 711 82.3 100.0 - － － ・省令に基づく２年度前の精算額
・収支見込額と収支確定額との差
額

インセンティブ 107 107 - 100.0 - - - ・全国一律の加算額から支部実績に応じて減算 ・令和元年度の実績による

計 151,371 144,401 107.4 95.4 9,577,872 108.1 96.9 － －

収
支
差

収支差（実績） 4,557 5,701 62.0 125.1 299,139 48.4 103.5 ・令和３年度の実際の計算に基づく収支差 ・前述

収支差（総報酬按分） 4,557 4,683 48.5 102.8 299,139 － － ・全国計収支差に占める長野支部の収支差 ・全国計の総報酬按分

地域差精算分 - 1,018 - － 0 － － ・令和5年度都道府県保険料率の算定時に精算
・収支差（実績）と収支差（総報酬
按分）との差異



（１８）収支差について

１８

収支差

収支差は、「見込み」と「実績」の乖離によって生じるものであって、その収支差（差額）は、翌々年度の保険料率算
定時に清算します。令和３年度の収支見込みは、令和元年度の各種実績を踏まえて策定しましたが、策定した収支
見込みと実際の収支に発生したかい離を清算するものです。

全国平均分

適用した保険料率の全国平均（10.00％）が、実績から算出した全国の均衡保険料率に比べて高くなった場合
は剰余金（低くなった場合は不足金）が発生します。令和３年度決算では、全国で２，９９１億円の剰余金となる
見込みです。この金額を各支部の総報酬で按分したものが、本来あるべき各支部の収支となります。

地域差分

令和３年度の加入者1人あたり医療給付費等の実際の数値で算出したものです。
（実績の全国平均との差－料率算定時の全国平均との差）

○令和３年度の都道府県単位保険料率は、２年度前（令和元年度）の医療給付費、加入者数及び総報酬額の実績に基づいて算定していま
すが、支部の加入者1人当たり医療給付費の実績が全国平均より高かったとすると、その高いことを前提として当該年度の医療給付費が見
込まれ、保険料率が計算されます。
○決算において、長野支部の加入者1人当たり医療給付費が想定どおりであれば、地域差分はゼロになります。しかし、その高さが料率算
定時の高さより想定を超えてさらに高ければ、医療費が見込みより多く使われたのでマイナスになります。

令和３年度における地域差分の収支差は、翌々年度の令和５年度の都道府県単位保険料率の算定時に精算する
ことになります。この時に、地域差分の収支差がプラス（保険料率策定時の医療給付費見込みよりも実際の医療給
付費が少なかった場合）であれば令和５年度の料率を下げる方向に働くことになります。



（１９）長野支部の収支差について

１９

長野支部収支差（実績）

５，７０１百万円

過去、長野支部の地域差はマイナスとなり、保険料を引き上げる方向に働くことが多くありました。

令和３年度の地域差がプラスとなったのは主に次の要因によるものと考えられます。

① 収入における「保険料収入」は、長野・全国とも見込値を下回ったが、下回り度合いは長野のほうが大きかった。

→ 収支差がマイナスに働く要因

② 支出における「医療保険給付費」は、長野・全国とも見込値を上回ったが、上回り度合いは長野のほうが小さかった。

→ 収支差がプラスに働く要因

③ 支出における「前期高齢者医療納付金」等は、長野は見込値を下回ったが、全国は上回った。

→ 収支差がプラスに働く要因

⇒ ①の影響度よりも②、③の影響度のほうが大きかったため、収支差はプラスに転じたと考えられます。

長野支部収支差（総報酬案分）

４，６８３百万円

収支差（地域差分）

１，０１８百万円

総報酬額（3年度実績）

１，５４２，６３７百万円－ ＝ ＝÷

保険料率

０．０７ ％

令和３年度の支部別収支差（地域差分）の保険料率換算

〔考察〕


